
令和３年度(令和２年度実施事業分)事務事業評価評価票 № 21-005

担当 内藤
内線等 84-0646

章：
節：
基本施策：

単位施策：

個別施策：

H30年度 R1年度 R2年度 単位
789 719 685 人
632 683 602 人

27,436 26,990 25,427 人
64,790 60,192 55,080 千円
4,997 4,347 7,213 千円
67,987 64,539 62,293 千円
H30年度 R1年度 R2年度 単位
2,478 2,391 2,450 円

H30年度 R1年度 R2年度 単位

実績値 16.9 15.0 15.6

目標値 20.0 20.0 18.0

実績値 33.0 32.5 30.9

目標値 39.0 39.0 39.0

実績値 18.4 18.7 17.9

目標値 21.0 20.0 20.0

妥当 大きい ない
高い ある

大きい ない ない

目標値 単位

18 ％

39 ％

20 ％

①肺がん検診受診率

②大腸がん検診受診率

③乳がん（ﾏﾝﾓ）検診受診率

Ａ
今後の事業
の方向性

改善推進

子宮頸がん検診及び乳がん検診について、対象年齢の方への無料クーポン券の送付、対象者への個別受診勧
奨通知（５大がん）送付、国保年金課、協会けんぽ愛知支部との連携による受診勧奨や合同検診は引き続き
実施する。また、がん検診は、コロナ禍の「不要不急の外出」にあたらないため、さらに医師会との協力・
調整により受診機会の新たな確保等を進め、受診率向上を図る。

課
題
解
決
の
た
め
の
目
標

令和３年度
の目標

成果指標

⑤成果向上の余地 ※対象・手段の変更

③休廃止の影響 ⑥類似事業の有無 ⑧受益者負担適正化余地

事業の
評価・課題

Ｃ

受診促進のために、国保年金課、協会けんぽ愛知支部との連携により特定健診対象者へがん検診案内チラシ
を送付するとともに、合同検診を例年より日数を増やして実施し、健診との同時受診を促進した。また、５
大がん（肺・大腸・胃・乳・子宮頸）検診の個別受診勧奨通知を送付し、受診の促進を図ったが、新型コロ
ナウイルスの影響による受診控えにより、受診者数は前年度より低下した。勧奨方法の改善、受診機会の確
保が課題である。

Ｃ
観点別評価

必要性 有効性 効率性

①市の関与の妥当性 ④上位施策への貢献 ⑦コスト削減余地

課
題
の
整
理

②市民ニーズ

成　果

成果指標
①肺がん検診受診率

％

②大腸がん検診受診率
％

③乳がん検診（マンモグラフィ）受診率
％

人件費
総事業費

活動単位当たりのコスト
①がん検診受診者１人あたりのコスト

目的を達成
するための
手段・活動

内容

・同時受診の促進
　特定健診及び大腸がん検診との同時受診を促進する。国保及び協会けんぽ特定健診と
の連携による同時受診の勧奨及び合同検診を実施する。
・受診勧奨の実施
　市報・ホームページ、対象者への無料クーポン券（乳・子宮頚）配付、個別受診勧奨
通知の送付等

Ｄ

活動結果

活動実績
①乳がん検診無料クーポン券送付対象者数
②子宮頸がん検診無料クーポン券送付対象者数

前
年
度
の
活
動
結
果
と
見
ら
れ
た
成
果

③各種がん検診等延べ受診者数
事業費

第３節　健康増進と医療体制の充実
１．健康づくり

総
合
計
画
と
の
関
係
性
等

（３）疾病予防・感染症に対する取り組み
①生活習慣病等予防の推進

根拠法令等 健康増進法

対象・目的
検診を実施し、がん等の早期発見・早期治療により健康寿命の延伸を図るとともに医療
費を削減する。

PDCA 事務事業名 がん検診等推進事業 部課等名
健康子ども部　保健セン
ター　健康担当

Ｐ
政策体系

第２章　子育てと暮らしを地域で支え合うまち


